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               論文の内容の要旨 
 
本論文の目的は、日本と韓国の小口消費者物流市場（宅配便市場）を需要・供給の両面からの比較研究を通し
て共通点と相違点を明らかにすることである。また日韓の宅配業者における財務特性と生産性に関する分析も行
っている。 
小口消費者物流についての制度面だけでなく、需要の構造や供給企業の財務特性や生産性の国際比較は、小口
消費者物流が文化や慣習の影響を強く受けることもあり行われることはほとんどない。本研究はこれまで行われ
ることがなかった小口消費者物流の日本と韓国の２国間について、既存の統計データに加え独自に収集したデー
タを用いて行ったものであり、本論文は８章で構成されている。 
第１章では、研究の背景、目的、論文の構成が述べられている。 
第2章においては、日本における第1期の小口消費者物流時代の国鉄小荷物と郵便小包について、宅配便の登
場で衰退し、消滅していくまでの変遷を、文献に基づいて整理したサービス水準（荷物の集荷・配送、料金、所
用時間等）を基に論じている。 
第3章においては、日本における第2期の小口消費者物流時代の宅配便に関する法制度の面、宅配便市場の面、
宅配便企業の面で三つに分けて考察を行なっている。法制度の面では宅配事業の事業形態、事業免許、運賃認可
(運賃についても認可制から事前届出制になり現在は事後届出制に緩和)、約款認可などの規制について整理して
いる。市場の面では市場の成長推移と宅配単価推移の現状を通して宅配市場の発展過程を分析している。さらに
日本における電子商取引の規模と宅配便取扱個数の相関分析を行っている。企業の面では宅配便サービスの仕組
みと宅配ネットワークの類型と特徴を整理した後、宅配業者別の特性比較を行いその相違点を明らかにしている。 
第4章においては、本研究で重点をおく、日本の宅配業者の財務面からの分析と生産性からの分析が行なわれ
ている。分析は宅配業者3社(ヤマト、佐川、日本郵便)を対象に行っている。財務面からの分析は、主成分分析
を用いて定量的な分析が行われている。生産性分析では労働生産性から生産活動の効率性について各社の特徴を
分析している。 
第5章では、韓国における第1期の小口消費者物流時代の国鉄小荷物と郵便小包についてその進化過程と消滅
過程が整理されている。韓国では宅配便サービスが登場する以前に提供されていた小口消費者物流の配送サービ
スである、トラックの小口混載貨物、郵便小包、鉄道小荷物のサービス内容を整理している。1899年、韓国の鉄
道営業の開始と同時にスタートした鉄道小荷物サービスは、鉄道の駅で荷物の配送が依頼され、降車駅でその荷
物を受け取るという形態のサービスであり、一方、郵便小包は郵便局にて貨物の配送が依頼され、届け先の宅で
受け取れるという形態であったことを明らかにしている。 
第6章においては、韓国における第2期の小口消費者物流時代の宅配便輸送について、第3章で行なったと同
様に、宅配便に関する法制度の面、宅配便市場の面、宅配便企業の面で三つに分けて幅広い面での考察を行なっ
ている。これらの成果と第3章の成果を用いて日本と韓国における宅配便の比較を行い、共通点と相違点を明確
にしている。 
第7章においては、本研究で重点をおいた、宅配業者の財務特性と生産性分析について、第4章で分析したも
のと同じ方法で韓国における宅配業界上位 3社（CJ宅配、韓進宅配、ロッテ宅配)を対象にして分析を行なって
いる。 
第8章では結論として目的に対応した３点が整理されている。さらに本研究を発展させる方向について述べて
いる。 
 
 
              審査の結果の要旨 
 
第2章では、小口消費者物流第1期の鉄道小荷物運送は、有力な輸送手段だったが需要が求めるサービスに適
応できず消滅したこと、郵便小包は鉄道小荷物同様宅配便の登場によって苦しい状況になったが、戸口から戸口
までの集荷配達サービスを開始し現在は宅配便市場で飛躍的な成長を遂げていることを明らかにしている。 
第3章では、宅配便事業は運送事業としてはその成り立ちが新しく、事業分野が急速に拡大したため従来の法
制度の規定では現状にそぐわない面が多く発生したことを明らかにしている。宅配需要は今後も EC 市場の発展
に支えられ高い伸びが持続する可能性が高いと考えられるため、規定面での改善が重要であると指摘している。 
第4章では、宅配企業の財務面からの分析からは、ヤマト運輸は規模の面で他の企業に比べて安定しており、
なおかつ利益の面でも3社の中で高い位置にあり安定していることから、経営効率と利益性の観点から3社の中
で最も安定した企業であるという結果を得ている。生産性分析では労働生産性から生産活動の効率性について各
社の特徴を導くことができ、佐川が3社中で従業員数、車両保有台数、事務所数で見た生産性が一番大きいこと
を明らかにしている。 
第5章では、韓国の第1期では、日本と同じく主にトラックの小口混載貨物、郵便小包、鉄道小荷物にてそれ
ぞれ提供されていたこと、1899年、鉄道営業の開始と同時にスタートした鉄道小荷物サービスは、鉄道の駅で荷
物の配送が依頼され、降車駅でその荷物を受け取るという形態のサービスであり、一方、郵便小包は郵便局にて
貨物の配送が依頼され、届け先の宅で受け取れるという形態であったことを明らかにしている。 
鉄道小荷物運送は、赤字のため2006年に廃止されたが、郵便事業は、宅配便の登場によって苦しい状況になっ
たものの、現在は民間の宅配業者との熾烈な競争を展開している。しかし国営の韓国郵便は民間宅配事業が貨物
自動車運送事業法の適用を受けるのに対し 郵便局宅配は郵便法に従っており、様々な面での優遇措置が講じら
れていることを明らかにしている。 
第6章では、韓国における宅配便に関する法制度の面では宅配事業は貨物自動車運送事業法に従って初期は事
業許可制、運賃届出制、約款認可制などの規制が行なわれていたが、1997年の規制緩和措置により宅配事業は貨
物自動車運送事業者なら誰でもできるように自由化され、そして、再び認可制に変わり現在に至っていることを
明らかにしている。また一人当たり宅配利用個数では2010年から韓国が日本を追い越しているが、１個当たりの
受け取り運賃は半分であることを明らかにし、この原因として営業所の運営方式は日本と違って韓国では全ての
宅配業者が代理店方式を取っていること、宅配荷物一個当たりの原価構造が異なること、韓国上位3社の宅配ネ
ットワーク運営方式は3社がそれぞれまったく異なった方法で運営していることを挙げている。 
第7章では、財務面からの分析から日本の宅配企業３社がそれぞれ得意な分野に特化して存在しているのに対
し、韓国の宅配企業は現状ではまだ競争状態にあることを示し、生産性の分析からは、出力量としては、取扱個
数が、入力数としては、従業員数と保有車両台数が適切であり、これを用いることで宅配企業の生産性の分析が
可能になるとしている。 
第８章では、課題として①今回は分析対象から除外した国営の郵便宅配を分析の対象に含めて、民間の宅配業
者と国営の郵便宅配との生産性分析を行なうこと、②営業所の直営方式と代理店(フランチャイズ)方式との違い
についての生産性分析をすることを挙げている。 
本研究は以上述べてきたように、日本と韓国における小口消費者物流の違いを供給面を中心に明らかにし、そ
の原因を制度面等の定性的な違いに加え、財務特性や生産性の分析といった定量的な分析結果をも用いて明らか
にしたものであり、得られた知見は有益なものである。また研究の過程で収集された企業データは今後の分析に
とって貴重なデータとなるものであり有用性が高いものである。 
以上の理由により、本論文は、博士（工学）の学位請求論文として十分なものであると判断する。 
